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  Before

：
規
定
例
の
問
題
点  

①
自
動
休
職

　

自
動
休
職
（
一
定
の
事
由
に
該
当
す

れ
ば
自
動
的
に
休
職
と
す
る
こ
と
）
と

す
る
と
、
休
職
は
従
業
員
の
当
然
の
権

利
だ
と
理
解
さ
れ
て
し
ま
い
ま
す
。
ま

た
、
休
職
事
由
に
該
当
す
れ
ば
休
職
と

す
る
と
、
社
内
の
人
員
配
置
に
影
響
を

及
ぼ
す
可
能
性
が
あ
り
ま
す
。

②
休
職
対
象
者
が
不
明
確

　

規
定
例
で
は
休
職
対
象
者
に
関
す
る

記
載
が
あ
り
ま
せ
ん
。
そ
う
な
る
と
事

例
の
よ
う
に
試
用
期
間
中
の
従
業
員
も

休
職
可
能
と
読
め
て
し
ま
い
ま
す
。

③�

休
職
期
間
が
会
社
の
体
力
に
合
っ

て
い
な
い

　

休
職
者
が
出
る
と
、
休
職
者
が
担
っ

て
い
た
業
務
に
在
籍
す
る
他
の
従
業
員

が
対
応
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
長

期
間
の
欠
員
状
態
が
続
け
ば
、
他
の
従

業
員
の
負
担
が
増
加
し
、
会
社
運
営
に

支
障
を
き
た
す
恐
れ
が
あ
り
ま
す
。

コ
コ
を
直
し
て

正
し
い
労
務
管
理
を

　

Before

：
規
定
例
の
よ
う
に
、
会
社

の
体
力
に
合
わ
な
い
規
定
を
運
用
せ
ざ

る
を
得
な
い
、
会
社
と
従
業
員
の
解
釈

の
違
い
に
よ
る
ト
ラ
ブ
ル
が
起
こ
る
と

い
っ
た
問
題
を
予
防
す
る
た
め
に
、

高 澤 　舞

中小企業で長年行なわれている習慣も、よく考えて
みれば法令違反であることも少なくありません。今
回は労使トラブルを防止する休職規定の定め方につ
いて正しい管理方法を解説します。
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「
体
調
が
思
わ
し
く
な
く
、
静
養
の

た
め
明
日
か
ら
休
職
し
ま
す
」
と
Ｂ
社

で
試
用
期
間
中
の
Ａ
さ
ん
か
ら
メ
ー
ル

が
届
き
ま
し
た
。
Ａ
さ
ん
は
入
社
当
初

か
ら
欠
勤
を
繰
り
返
し
、
入
社
後
３
か

月
も
経
た
な
い
う
ち
に
、
通
算
30
日
間

欠
勤
を
し
て
い
ま
し
た
。

　

Ｂ
社
の
休
職
規
定
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
上
の
情
報
を
参
考
に
し
た
だ
け
で
十

分
な
検
討
が
な
さ
れ
て
お
ら
ず
、「
業

務
外
の
疾
病
に
よ
る
欠
勤
が
30
日
間
に

及
び
、
な
お
療
養
を
継
続
す
る
必
要
が

あ
る
場
合
は
、
所
定
の
期
間
休
職
と
す

る
。」
と
記
載
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

　

入
社
し
た
ば
か
り
の
従
業
員
か
ら
休

職
を
求
め
ら
れ
た
場
合
、
会
社
は
認
め

る
し
か
な
い
の
で
し
ょ
う
か
。

休
職
は
法
律
上
の

義
務
で
は
な
い

　

休
職
と
は
、
業
務
外
の
疾
病
等
（
以

下
、
私
傷
病
）、
従
業
員
側
の
事
情
で

長
期
間
働
く
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
、

従
業
員
の
身
分
を
維
持
し
た
状
態
で
、

働
く
こ
と
を
免
除
す
る
扱
い
で
す
。

　

そ
も
そ
も
に
お
い
て
休
職
は
、
法
律

上
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
も
の
で
は
あ

り
ま
せ
ん
。

　

本
来
、
私
傷
病
に
よ
る
休
職
の
場
合

は
、
労
務
提
供
が
で
き
な
く
な
っ
て
い

る
た
め
、
会
社
は
解
雇
を
検
討
す
る
余

地
が
あ
り
ま
す
。

　

し
か
し
、
実
際
に
解
雇
す
る
場
合

は
、
①
就
業
規
則
に
解
雇
の
理
由
を
記

載
、
②
解
雇
の
理
由
が
客
観
的
に
合
理

的
で
、
社
会
通
念
上
相
当
で
あ
る
こ

と
、
③
30
日
前
に
解
雇
の
予
告
ま
た
は

30
日
分
以
上
の
解
雇
予
告
手
当
が
必

要
、
と
会
社
に
と
っ
て
ハ
ー
ド
ル
が
高

く
、
そ
の
う
え
裁
判
の
リ
ス
ク
も
無
視

で
き
ま
せ
ん
。

　

そ
の
た
め
、
療
養
や
治
療
な
ど
の
効

果
を
見
極
め
る
期
間
と
し
て
休
職
規
定

を
設
け
る
会
社
が
多
く
あ
り
ま
す
。

自
社
の
休
職
規
定
を

確
認
し
よ
う

　

Ｂ
社
の
よ
う
に
、
規
定
の
検
討
が
不

十
分
だ
っ
た
た
め
に
、
労
使
ト
ラ
ブ
ル

に
発
展
す
る
ケ
ー
ス
も
あ
り
ま
す
。

　

Before

：
規
定
例
で
は
、
ト
ラ
ブ

ル
に
な
り
や
す
い
規
定
例
を
紹
介
し
て

い
ま
す
。

入社後すぐの休職要求でも
会社は応えなければダメ？

６

労務管理

担当者なら知っておきたい

労務管理
落       穴とし

の
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A
fter

：
規
定
例
の
よ
う
に
規
定
を
見

直
し
ま
し
ょ
う
。

　

休
職
制
度
は
、
会
社
が
イ
ニ
シ
ア
チ

ブ
を
取
る
こ
と
が
で
き
る
ル
ー
ル
に
し

て
お
く
こ
と
、
規
模
を
考
慮
し
た
制
度

整
備
に
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

　

復
職
に
関
す
る
規
定
も
、
詳
細
に
明

文
化
す
る
こ
と
を
お
勧
め
し
ま
す
。

と
も
重
要
で
す
。

③
復
職
の
条
件
の
明
確
化

　

復
職
の
条
件
を
明
確
化
す
る
こ
と
で

会
社
の
判
断
が
ブ
レ
な
く
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
休
職
期
間
満
了
時
に
お
い
て

復
職
で
き
な
い
と
き
は
退
職
と
す
る
な

ど
、
復
職
で
き
な
い
場
合
に
つ
い
て
も

決
め
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

         
  

規
定
例
改
善
の
ポ
イ
ン
ト  

①
休
職
は
会
社
が
命
令
す
る

　

休
職
は
、「
会
社
は
～
休
職
を
命
じ

る
こ
と
が
あ
る
。」
の
よ
う
に
、
明
確

に
会
社
に
命
令
権
を
持
た
せ
ま
す
。
ポ

イ
ン
ト
は
、「
命
じ
る
こ
と
が
あ
る
。」

と
し
、
事
情
に
よ
っ
て
は
休
職
を
命
じ

る
こ
と
な
く
退
職
と
す
る
余
地
を
残

し
、
会
社
の
意
図
に
反
し
て
長
期
間
の

休
職
と
な
ら
な
い
よ
う
に
し
ま
す
。

②
休
職
期
間
に
上
限
を
設
け
る

　

最
近
は
、
メ
ン
タ
ル
不
調
で
休
職
を

繰
り
返
す
事
例
が
多
い
よ
う
で
す
。

　

１
人
の
従
業
員
が
在
籍
中
に
休
職
で

き
る
期
間
の
上
限
を
設
け
、
会
社
運
営

や
他
の
従
業
員
へ
の
負
担
を
減
ら
す
こ

ドリームサポート社会保険労務士法人　上場企業を含む大企業から小規模事業者まで約300社の顧
問をつとめ、 人事・労務担当者の課題についてのサポート・コンサルティングを主な事業として展開。

第〇条（休職）
従業員が次の各号の一に該当する場合は、会社は休職とする。
(1) 傷病休職：業務外の傷病により引き続き欠勤し、１か月を経過した場合
(2) 公務休職：公務に就任し、相当の期間就業できないと認めた場合
(3) その他：その他、会社が休職させることが適当と認めた場合

第〇条（休職期間）
休職期間は次のとおりとする。
(1) 傷病休職の場合　勤続１年未満・・・・・・・・・６か月

勤続１年以上３年未満・・・・・１年
勤続３年以上・・・・・・・・・１年６か月

(2) 公務休職、その他の場合・・・・・会社が必要と認めた期間

第〇条（休職）
従業員（試用期間中の者を除く）が次の各号の一に該当する場合、会社が必要と認めた
ときは休職を命じることがある。
(1) �業務外の傷病による欠勤（起算日は会社が指定した日とする）が連続、断続問わ
ず15労働日に及んだ場合

(2) �出勤はしているものの、精神または身体上の疾患により労務提供が不完全である
と会社が認めた場合

(3) その他特別な事情があり、会社が必要と認めた場合

第〇条（休職期間）
休職期間は、次の期間を限度として会社が決定する。
(1) 私傷病による場合
勤続１年以上３年未満・・・・・３か月
勤続３年以上５年未満・・・・・６か月
勤続５年以上・・・・・・・・・１年

(2) その他特別な事情があり、会社が必要と認めた場合・・・・・会社が認めた期間

２　前項による休職期間は事情により延長することがある。
３�　私傷病休職が複数回に及ぶ場合であっても、従業員１人の最大の休職期間は〇年と
する。ただし、復職後、休職または再休職を発令せず、〇年を経過した場合はこの限
りではない。

第〇条（復職）
会社は、休職事由が消滅したと認めた場合は復職を命じ、もとの職務に復帰させる。

２�　休職中の者が復職を希望する場合は、会社に申請し、許可を得なければならない。
ただし、私傷病休職のときは、原則として医師の診断書を添付するものとする。

３�　私傷病休職をした者の復職にあたっては、前項による医師の診断書を参考に、休職
期間満了日以前において、次の各号のいずれにも該当すると会社が判断した場合に復
職を認める。
(1) 職場復帰に対して十分な意欲があること
(2) 独力で安全に通勤ができること
(3) 会社が設定している勤務日に所定労働時間の就労が継続して可能であること
(4) 業務に必要とされる作業を遂行することができること
(5) 投薬の影響等による昼間の眠気がないこと
(6) 業務遂行に必要な注意力および集中力が回復していること
(7) �健康時に行なっていた通常の業務を遂行することができる程度の健康状態に回復
していること

４　前項により、会社が復職を認めない場合は退職とする。

Before：規定例

After：規定例


